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2.基 本的会計処理 としてのパーチ ェス法










企業結合 の会計処理方法 としては二つの処理方法があ る。被取得企業(ac-
quiredcorporation)を公正価値で再評価 し取得企業(acquiringcorporation)
に引き継 ぐパーチ ェス法(purchasemethod)と被取得企業(acquiredcorpo-
ration)の資産 ・負債を帳簿価額で引 き継 ぐ持分 プー リソグ法(poolingofin-
terestsmethod)である。パーチェス法によれば被取得企業 に対す る対価が公
正価値 を超過す る部分 がのれん として計上され るこ とになる。他方,持 分プー
リソグ法 によった場合,簿 価で引 き継 ぎを行 うことか らのれんは生 じない。
企業結合会計の在 り方をめ ぐっては,二 つの会計処理方法の選択 や適用が問
題 となって きた。国際会計基準 においては,持 分 プー リソグ法は例外的 にその
適用 が認め られているに過 ぎず,G4+1で もパ ーチ ェス法に収敵 する姿勢を
示 している1。そ して,先 頃FASBは,従 来認め られて きた持分 プー リソグ法
を廃止 し,会 計処理方法をパーチェス法 に統一 した基準を公表 した2。
これまで持分プー リソグ法は企業 にとって好ましい会計処理方法 として選好
されて きた。つま り,持分 プー リソグ法によればのれんの計上を回避 しその後
の償却期間にわたる利益の減少 を回避することがで きる。 また,持 分 プー リン
グ法に よれば被取得企業の利益剰余金をそのまま結合後企業に引き継 ぐことが
で きるために利益額 を多 く計上 することができた。株価や財務分析 の点か らも
経営者 に とって好 ましい結果を得ることができる処理方法 であった3。
これ らの経済的な効果への期待は,企 業経営者 に持分プー リング法 を選好 さ
せる要因 とな っていた。 この傾 向は年 々強ま り,経営者の関心 は持分プー リン
グ法の適格要件 に適合するよう結合交渉段階か ら企業結合 を修正することに向
け られた。
このような濫用傾 向を阻止すべ く基準設定機関は持分プー リソグ法の廃止を
提示 しは じめた。持分プー リング法 を廃止す る潮流 のなかでは,と か く持分
　
プー リソグ法の濫用面が強調 され,当 該会計処理方法の不適切性が全面的に指
摘 されて きた。 しか し,持分 プー リソグ法の廃止が唱えな られるこ とにな った
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背景には濫用ばか りでな く理論的にも廃止の論拠が存在す ると考 える。
そこで,長 年 にわた る企業結合 をめ ぐる二つの処理方法の相克 について理論
的な視点か ら各方法の妥 当性 を検討 する ことを 目的 として,本 論分 において
は,特 に,パ ーチ ェス法を原則的な会計処理方法 として位置付ける一方で持分
プー リソグ法 も容認 してきた米国の企業結合会計に対する基礎的な見解を明ら
かにす る。特 に,持 分 プー リング法の会計処理が生 じて きた1930年代か ら,
その後両法の併存 をめ ぐっての基準設定上 および概念上の混乱 が生 じた1960
年代までを取 り上げ る。そ して,そ の混乱に対 して企業結合 に関す る基礎的な
考 え方を提示 したARS5号を検討する。 この ような両法の歴史的な相克 につい
ての検討は,1970年公表のAPB16号か ら現行基準 であ るSFAS141号の公表
に至るまでの持分 プー リング法の扱いをめ ぐる混乱 に関する考 え方に重要な示
唆を与えるもの となるだろう。
2.企業結合と会計処理方法
上述 した ように,現 行 では企業結合 の会計処理方法 としてパーチ ェス法 と持
分プー リング法の2つ の会計処理方 法がみ られ るが,で はいつ頃か ら当該方
法が確立 されたのであろ うか。歴史的 には,パ ーチ ェス法の処理 がよ り早 い段
階から採用 され,そ れに遅れるかたちで持分プー リソグ法が確立 されてきた。




それに よる と,新 設合併(Consolidation)とは,被 取得企業の資産 ・負債
の取得を通 じて新たな会社組織が形成 されるもの と定義 している。新会社の株
式が被取得会社の純資産に対 して直接に交換 されるか,も しくは,被 取得株主
に対して現金で買い取 りを行 うものである。被取得企業は消滅 し,そ して新会
社か ら受取 った現金または株式が被取得会社の株主に配分される。
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次に,吸 収合併(Merger)によった場合には,結 合当事会社の うちの一 つ
が存続 し,被 取得企業 に対 して現金 もしくは株式が対価 として交付 され る。
子会社化(holdingCompany)とは,今 まで存在 していた企業の うちの一 つ
の企業が親会社 もしくは持株会社 となるか,も しくは株式 を所有する 目的を も
って新たな会社が設立されるものである。親会社は,当 事企業の株主 から株式
を買い取 り,こ れを子会社 として支配する。現金で株式を買 い取 る場合 には,
売却 した株主はもはや当該企業の株主ではな くなる。
企業結合の形態をこのように分類 したうえで,子 会社の株式をその帳簿価額
を超 えて買 い取 る場合についての具体例が示 されてい る5。それに よると,親
会社が子会社の株式の一部または全部をその帳簿価額を超えて買い取 る場合に
は,そ の超過額はプ レミアムの性質を有 してお り連結財務諸表においてのれん
(good-will)として計上 しなければな らない としている。具体的な例をみてみ























この事例 においては,X社 はY社 の純資産額100,000ドル に対 して110,000
ドルの株式を交付 して取得 している。そのため,差 額がのれん として10,000ド
ルだけ計上されている。
この ように当時は,子 会社化 を通 じて取得を行 う手法が とられてお り,特 に
株式を対価 とす る企業結合がなされていた。そして,子 会社の対価を公正価値
によって算定 し対価を支払 うというパーチェス法 による処理が適用されていた
ことが示 されている6。
さらに,子 会社 において剰余金(surplus)が存在 する場合に,こ れを結合
後の財務諸表でいかに表示するかの検討がなされている7。取得に際 しては,
この剰余金 を含めて対価が決定 される。そ して,子 会社 となる会社 に存在する
剰余金 は,結 合後の財務諸表 においてそのまま剰余金 として引 き継 がれること
はない としている。100%取得 の場合には,子 会社の剰余金の全額を排除 し,
一部取得の場合には,取得 した割合に応 じた利益剰余金の額を控除す ることに
































X社 の貸借対照表 における投資勘定であ るY社 株式120,000ドルは,Y社 の
帳簿 において資本 および剰余金 と相殺される。そのため,連 結財務諸表におい
て剰余金は生 じないのである。
ただ し,利 益剰余金 の引 き継 ぎに関 しては,合 併 に よる剰余金(combined
surplus)とい う別建て項 目を用いて結合後 の財務諸表 に引 き継ぎを容認す る
見解 もみ られた8。それに対 し,結 合 から生 じた利益剰余金を存続企業の利益
剰余金 と区別 し,そ の金額を利益剰余金 に含めるのは適切でない とい う主張 も
み られた9。これは,当 時すでに法的に 「利益剰余金 を もってのス ター トはな
い」10とい う考え方が取 られていたこ とに よるもの とされる。
そ して,現 金や株式を対価 とする結合は,現 金を対価 とする純資産の取得 と
の類似性の観点,す なわち取得原価主義 との整合性 からパーチェス法による処
理が原則的な もの とな っていたのである。
3.持 分プー リング法の出現と根拠
(1)持分プー リング法の萌芽
企業結合 について取得 とい う考 え方が原則的 に とられていた一方 で,1920
年代において持分プー リソグ法的な結合形態がすでに実務上存在 していたこ と
がわか る11。結合は,価 格を高めた り,競争 を抑制 した り,ま た独 占市場 を形
成 したするために用 い られる経営手 法であ った。1887年の州際商業法(The
InterstateCommerceAct)はレー トを上昇 させた り保持 した りするために鉄
道業界 において行われていた結合を規制 する 目的 を有 していた。 また,1891
年のシ ャーマン法(TheShermanAnti-TrustAct)は,取引を阻害す るよ うな
結合を規制 した ものであった。当時の企業 によって行われていた具体的な結合
形態 として,ト ラス ト,持 株 会社,合 併,買 収 とな らび プー リソ グ協 定
(poolingarrangement)という形態が示されている。
これは販売競争 による価格値下げや競争 を回避するために トラス トに先行 し
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て行われ る結合形態の一 つであるとされる。プールの形成 においては,当 事企
業はそれぞれ何 ら影響 され ることな く企業体を存続させるが,そ れ ら全体を統
制するために中心 とな る組織体が形成 される。具体的には,(1)商品の供給,(2)
市場の需要,(3)販売価格 もし くはそれ らの複合的な要因について統制が行 われ
る。 この方法は,鉄 道会社によって破滅を招 くレー ト競争を回避 するために採
用された もの とされる。そ して,後 にこの手法 は巨大産業界の結合 において用
い られることになった とされる12。
また,企 業結合の形態 を,ト ラス ト(trust),子会社化(holdingcompany),
新設合併(consolidation),吸収合併(merger)に分類 している記述はKester
にみられる13。Kesterは,プール という用語 に代えて,従 来の株主が結合後 も
存続 し続 けるタイプの結合形態 に対 して吸収合併(merger)とい う用語 を用
いて説明 している。 まず,新 設合併(consolidation)とは,法 的な形態であ り,
二 つもし くは複数企業の完全 な結合体 とされる。当事企業は,新 たに設立 され
た企業においてそれぞれの企業の実体 を失 い,す べての権利や権力,負 債 など
は新会社 に移転することとなる。 旧会社の株式は,合 意 した交換比率に基づい
て新会社の株式 と交換 されるこ とになる。
一方 ,吸 収合併(merger)の場合,あ る一 つの存続企業が二つ もしくはそ
れ以上の複数企業 を吸収 し,吸 収 された企業はその企業のなかに存続 しつづけ
る結合形態である。 この場合は,会 社の新設 を伴わない。そして,吸 収合併に
おいては,引 き継 ぐ資産や権利,フ ランチャイズ,吸 収 された株主持分は合併
企業に移転することになるが,法 律による正式文書や押印 した証書などは必要
とはされない。吸収合併され る企業 と合併企業の両株主に よる合意のみで成立
することになる14。
企業結合を上述の ように分類 した場合には,合 併 され る企業の利益剰余金を
いかに処理するかが問題 とな る。合併によって,取 得会社 を買い入れこれを子
会社 とする場合に,子 会社の有 していた利益剰余金は結合後の財務諸表 におい
てどの ように処理 され るべ きであ るのか。Kesterは,利益剰余金勘定は,営
業活動 の結果生 じた利益を示すぺ きものであ り,取得 日において取得会社は子
一185一
会社か ら利益 を得たわけではないので,こ れを利益剰余金 に含めて計上すべ き
ではない と主張 している15。
利益剰余金の取扱いをめ ぐる問題 は,そ れまで法的な視点,す なわち今 日で
いうところの現物 出資説 と人格合一説によって説 明されていた16。利 益剰余金
の引き継 ぎを認めるべ きか否か とい う問題に対 しては,企 業結合に よって法的
な形式は変化す るが,経 済的な実体に変化はみ られないことからこれを認 める
べきである という見解が とられていた。すなわち,新 会社の設立は単な る 「法
的な便法」(legalconvenience)に過 ぎない とされていたのである17。
このような法的な視点に代 わ り1930年代頃か ら財務 的な持分(financialin-
terests)あるいは所有主持分(ownership)の継続性 に着 目し結合 を捉 えよう
とする視点が生 じて きたのである。特に利益剰余金の引 き継ぎについて所有主
持分の継続性を論拠 として合理的な処理を求めるようとする姿勢 が生 じたので
ある。 ここに,持 分 プー リング法の萌芽がみ られ る。
SunleyandPinkertonは,利益剰余金の引 き継 ぎの問題 に関連 して企業結合




(a)合併形態説 とは,利 益剰余金の引 き継 ぎを行 うか否かを合併形態の相違に
よって判断するものであ る。た とえば,取 得企業が被取得企業 に対 して株式を
交付 してこれを取得 した とす る。すなわち吸収合併の場合 において,被 取得企
業に実質的な変化は生 じないことか ら,被取得企業の利益剰余金はそのまま存
続することになる。他方,結 合が新設合併 である場合 には,被 取得企業の利益
剰余金は払込剰余金 とな り,利益の積み上 げ という性質を失 うことになる。ま
た同時に取得会社の利益剰余金 も結合後の企業においては,払 込剰余金 とされ
る。(a)説によれば,被 取得企業の利益剰余金の引き継 ぎの問題は,結 合の形式
にのみ依存するのである。
次に(b)企業合一説 とは,結 合の形式に とらわれることな く実質的な変化 が生
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じたか否かによって利益剰余金の引 き継 ぎを検討すべ きであると主張する見解
である。法的形式が変化 した として も,被取得企業の保有す る利益剰余金はそ
の性格 が結合によって変化するわけではな く,したがって結合後 もその性格 を
有 して いる とし,利 益剰余金 の引 き継 ぎを主張 する。SunleyandPinkerton
は,当 時のオハ イオ会社法規定を引用 しこの考え方を説明している19。
(c)持分プー リソグ説は,(a)説はあま りに狭義であ り,(b)説では逆 に広範であ
るとい う批判 から生 まれた折衷説であ り,そ れによる と合併 を株主持分が合一
(pooled)され るもの と,株 主持分 に変化 をもた らす結合 の2つ に分ける。株
主持分がプール され る場合には,結 合 によって実質的な変化 は生 じていないこ
とから被取得企業の利益剰余金の引 き継 ぎが認め られる。一方,株 主持分が変
化する結合は,結 合取引によって被取得企業に実質的な変化が生 じているこ と
から利益剰余金の引 き継 ぎは認め られず,払 込剰余金 となる。
S皿1eyandPinkertonの主張の特徴は,(c)説の分類 を設けた点にある。つま
り,取得が株式の交付に よってなされた場合で,被 取得会社の株主 が取得企業
の株式 を引きうけそのまま株主 となる場合には,持 分の合一がなされた とみる
のである。一方,被 取得企業の株主がその持分を売却 し,以 後取得企業の株主
とはな らない場合には,株 主持分の継続はみ られないことか ら,被 取得企業 に
実質的 な変化 が生 じるとみなすのである。SunleyandPinkertonのこの考 え方
は,1927年のウィス コンシン会社法 におけ る規定を引用 して説明 している20。
彼 らは,当 時の利益剰余金の取 り扱いをめ ぐる問題点を整理 し,株 主持分の継
続性の観点か ら結合の分類 を提示 した点で評価 されるものであ る。 この考 え方
が今日における持分プー リソグ法の鳴矢 とな った ことは疑 いないものである。
そして,こ の折衷的な考え方は後の企業結合論者 に引 き継 がれてい くことにな
る。
(2)二元的見解の発展
この ように利益剰余金の引き継 ぎをめ ぐる問題 に関して,原 則的 にはこれを
不適切 としなが らも,他 方,限 定的な状況においてはその引 き継 ぎを容認 しよ
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うとす る2元 的な見解を主張 した論者にWemtzがいる。当時SECの主任会
計担 当者 であ ったWerntzは,一方 の企i業が他方の企業 の資産を取得 した場
合,新 た に生 じた企業は旧会社の利益剰余金 と等 しい額 の利益剰余金を もって
スター トす ることがで きるかどうか という問題 に対 し,次 の理 由か らこの よう
な利益剰余金の引き継 ぎは原則的には認め られるべ きものではない と述べてい
る21。
第一に,利 益剰余金は存続会社に引き継がれ ることはで きず,ま た,他 の会
社に引渡 すこともで きないものであ る。 したがって,存 続企業の利益剰余金の
みを繰越 すこ とがで きるのである。
第二 に,存 続会社 または新会社が実質的に旧会社の存続を伴 うものであ る場
合 には,利 益剰余金の額は,両 会社の合計額 と等 しくなる。 この結果は,取 得
会社 と被取得会社 とが密接な関係を有 した場合 においてのみ認め られ る。
第三 に,利 益剰余金の引き継 ぎを認めるか否 かは,法 的な手続に依存す るこ
とになる としている。た とえば,新 設合併や吸収合併においては利益剰余金の
引 き継ぎは妥 当な処理 ということになるが,現 金 もしくは株式 による資産の取
得においては適当 とはいえない。
第四に,も し取引が新たな企業実体をもた らすものであるな らば,利 益剰余
金の引 き継 ぎは禁止 される。
Werntzは,利益剰 余金の引き継 ぎが不適当であ る理 由をこのように指摘 し
ている。 そして,そ の主張は以下の考え方によっている。つまり,仮 に,利 益
剰余金の引 き継 ぎを認めることになれば,資 産を購入 した企業は,取 得に よっ
て 「利益 を生み出す」 こととな り妥当とはいえない。また,利 益剰余金を もっ
てのスター トは,被 取得企業 が以前 とは異なる競争的そして交渉の立場を得 て
活動を行 う場合,新 企業の業績の測定 に不調和が生 じるため妥当 とはいえない
とす るのであ る22。
とはいえ,Werntz自身 も,持 分 プー リング法に相 当す る会計処理方法を一
定の制約条件下で限定的に認 めさるをえなかった ことは,上 の記述 から明 らか
であ り,こ の点が当時の この会計処理方法 をめ ぐる理論 と実務の問題の複雑 さ
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を伺わせるのである。 そして,Werntzの論文 において注 目すべ き点は,ま さ
にこの点にある といえる。彼 は,持 分プー リング法に相当す るような例外的な
状況を識別するための4つ の要素を提示 した23。
(a)合併 当事会社 の相対的規模,す なわち,他 方が一方 よりはるかに規模が大





Werntzは,これ ら4つ の識別規準を考慮 し利益剰余金の引 き継 ぎを認め る
もの とした。それまでは単に株主持分の継続性の有無 としか説 明されていなか
った利益剰余金の引 き継 ぎの論拠 を精緻化 したのである。
また,こ の時代においては,実 務上 も利益剰余金の処理 をめぐって問題が生
じていた。ある企業が発行済株式 を交付 しこれを子会社 とした場合,子 会社の
有 していた利益剰余金から配当できるかが問題 となった。結合に当たった代理
人は,法 的には資本剰余金から配当がなされ るべ きである と主張 したのであっ
たが,会 計上は この利益剰余金 を資本剰余金 とみなす ことは妥当であるのかど
うか問題 となった24。
子会社 として取得が行われている本事例においては,利 益剰余金は結合後企
業の配 当財源にはな らない とされた。配当は,存 続会社の資本金 と剰余金の合
計額か らな られるべ きであ り,子会社 が有 していた利益剰余金の額 は存続会社
において金庫株 として拘束され るべきもの となる とされる。
この ように,法 形式的 には変化 が生 じるが,経 済的実質において結合 によっ
て何 ら影響が生 じない ような結合形態が生 じたことから利益剰余金の取扱 いに
代表されるような会計処理をめ ぐる問題 が生 じた。会計の理論面での発展 がみ
られた反面,実 務面において もまた,企 業結合に対す る会計的な概念の整理 と
基準の確立が必要 とされ るようになってい った。
企業結合の形態 としてすでに確立 されていた持分のプール を伴 う結合形態
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が,会 計の領域 において認識 され るようになったのは1940年代頃 か らであ っ
た25。会計上,持 分 プー リング(poolingofinterests)とい う用語 を今 日の よ
うな意味で初めて使用 したのはBlackである とされ る26。Blackは,若干の状
況においては,法 的な手続 による二 つもしくは複数の会社の結合は,政 府の州
法によって示 された枠組みに適合 しない場合があるとしている。会計的そ して
経済的にみれば,そ れ らの会社の株主の経済的 ・財務的な持分は単一の もの と
されるか,ま たは,プ ール(poolingandunifyingofthestockholdersofsever-
alcorporations)される場合がある と述べ,持 分 プー リソグ という用語を使用
している27。
さらに,ア メ リカ会計士協会(以 下,AIA,現在AICPA)の会計手続委員
会 が1950年に公表 した会計研 究公報第40号「企業結合」(以下,ARB40号)
は,法 的形式に とらわれることな く経済的実質 に即 して会計処理を行 うべ きで
ある とい う考 えを基礎 として作成 されたものであ った。当時のAIAの委員長
であ ったWilcoxは,その論文 において持分プー リソグ法の考 え方 を示 してい
る28。企業結合を,「持分プー リング」(merger)29と「買収」(acquisition)に
区別 し,両 者を全 く反対の意味を有する用語 と捉 え,そ れぞれの特徴を説 明し
た。 そして,識 別 を行 ううえで,相 対的規模が考慮 されなければな らない こ
と,お よび,記 録する原価をいかに決定するかについて言及 している。
Wilcoxの論文 においては,直 接には持分プー リソグ法 という用語 は用いず
に,「merger」という取引形態 に対 する会計処理方法の仕方が説明 されている
が,実 質的には これが持分プー リソグ法の説明 となっている。持分 プー リソグ
法によれば購入や売却 という性格は存在せず,株 主持分はプールされ,中 断す
ることな く持分の継続がはかられる。そして,実 質的に当事企業間に変化 が生
じないのであれば,利 益剰余金の引 き継 ぎを認 めることになる。 これは,持 分
の継続 という結果 から論理的であるばか りでな く,その効果の点か らみて も妥
当な処理であるとしている。なぜな らば,合 併はすべての株主に とって利益 を
もた らすものであ り,仮 にパーチ ェス法に よった場合のように利益剰余金 の引
き継 ぎが行われないな らば,株 主に対する配当は減少 して しまうことにな り適
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切ではない としている30。
Wilcoxの論文は,1950年代において,企 業結合の二 つの会計処理方法 が確
立 していた ことを明示す るものであった。それ と同時 に,当 時すでに結合形態
を無視 し,企 業は有利な会計処理を求め会計処理方法の選択を行 う傾向が生 じ
ていた ことを示 している。た とえば,企 業を取得 しているにもかかわらず簿価
で計上 を行った り,利益剰余金 として引き継がれるべきものを資本剰余金 とし
た りす るというような実務が行われていた とされる31。
このような実務上の濫用傾向を踏まえた うえでWilcoxは,持分 プー リソグ法
会計(mergeraccounting)につ いて検討 され るべ き4つ の点 を指摘 して い
る32。
第一 に,合 併会計においては被取得企業の利益剰余金は,存 続企業に引 き継
がれなければな らないが,被 取得企業 の帳簿 に欠損が生 じている場合には,こ
れを容認すべ きか という問題 を指i摘している。Wilcoxは,これに対 し欠損 が
生 じている企業であって も合併 されることに何 ら問題はない とす る。
第二 に,合 併 と資産の再評価の問題 を指摘する。合併会計においては,財 務
情報の有用性 を高めるために若干の修正がなされるほかに新たな原価が生 じる
ことはない。だが,帳 簿価額 で引 き継 ぎを行 うこ とに関 して情報開示の点で問
題が残 る と述べ,持 分 プー リソグ法に疑問を呈 している。
第三 に,以 前か ら関係のある企業間の合併についての問題がある。 この場合
には,当 事企業が関係 を有 し始めた時点の取引が結合 とみなされ,独 立 した企
業の性質が消滅 した時点を結合時点 とすべ きであると述べている。 また,結 合
形 態 に よっては子 会社 が存 続会 社 に な る ような場 合 が あ る とし,こ れ を
「downstairsmerger」と呼んでいる。
第四に,多 くの場合 には,企 業結合はパーチ ェス法か持分プー リソグ法か ど
ち らかに区分 され るが,例 外的 に,パ ーチ ェス法に よって処理 しながら利益剰
余金の引 き継 ぎを行 うような合併 も存在する と指摘 し,こ の場合には部分パー
チ ェス法や部分 プー リソグ法をも容認 されるべきであると主張 した。
Wilcoxはその論文において,持 分プー リソグ法の有 する論理的妥当性 お よ
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び問題点を指摘 している点は注 目されるべ き点であろ う。また この ことか ら持
分プー リソグ法の適用 をめ ぐる問題 が生 じていた ことをうかがい知 ることがで
きる。そのため,企 業結合の処理方法の選択 にあたっての識別規準 の設定 が議






ARB)を公表 した。上述 したように,実 務的 にはすで に1940年代 に持分 プー
リソグ法 とパーチ ェス法が存在 してお り,両法 をいかに識別す るかが基準設定
上 の問題 となっていた。1950年にCAPに よって公表 された会計研究公報第40
号 「企業結合」(以下,ARB40号)は,企業結合を 「これまで行 って きた事業
を単一の会社で行 う目的で,二 つ以上の会社を結合す ること」 と定義 し,吸 収
合併や新設合併の ような法律上の合併形態や,配 当のための純資産の利用可能
性に関す る法的配慮 にこだわ らず,会 計の 目的のため に企業結合をその付帯状
況に基づいて買収(purchase)と持分プー リソグ(poolingofinterests)に分
類 し,そ れ ぞれの結合 に適切 な会計処理 を適 用す る こ ととした のであ る。
(para.1)。そ して,持 分 プー リング法が適用 される要件 として,所 有主持分
の継続性を第一の要件 とした。それ に加え両法の識別 に際 して考慮 されるべ き
三つの付帯状況が示 された(para.3)。すなわち,「当事 会社の相対 的規模 の
同等性」,「経営者や経営支配権の継続性」,「当事会社の類似性 ・補完性」の三
つであった。ARB40号は,適 切な会計処理の観点か らこの ような明確な識別
規準 を規定 した点で特筆 すべて きものであった。そ して,こ の考 え方 は1953
年 公表 の会計研究公報第43号 「会計 研究公報 の改訂 お よび再言 明」(以下,









には,当 事会社の一方 の株主が結合 した会社の議決権 の90%から95%以上 を
取得す る場合には,パ ーチ ェス法 を適用 し,そ れ以外については,持 分 プー リ
ソグ法 となる と規定 した。 また,ARB43号において示 された事業の類似性の
規準については,こ れを 「事業の廃棄,売 却」 と改訂 した。 つま り,事業の重
要 な部分の廃棄や売却が行なわれる場合には,パ ーチェス法 が適用 されること
になった。
ARB43号においては,識 別規準 のすべての要件 を考慮 して企業結合を持分
プー リソグ法 としたの に対 し,ARB48号は,規 準の うちのいずれか一 つで も
要件を満たせば持分プー リソグ法 となる とされたため総合的な判断指向が退化
した。 このため,企 業が持分 プー リソグ法 を恣意的に利用する可能性が高まる
ことなったのである。持分プー リング法の濫用傾向が高まるなか34,両法の識
別 をめ ぐっては実務 において も混乱が生 じていた る35。
当時,持 分 プー リング法の濫用 を背景に,会 計基準の不備 についての批判が
多 くみ られた。Mayは,そ の論文において,1950年の基準書は 「持分プー リ
ソグ法」について十分な説明を行 っていないことを指摘 し,こ れは不運な こと
である と述べている。そして,利 益剰余金 の引き継 ぎは妥当でないことを主張
する一方で,持 分プー リング法の最大の問題点は,新 たに生 じる企業 の帳簿に
おいて存在する資産 に対 して価格的価値(monetaryascription)が付与 されな
いことであると指摘する36。彼の見解 をま とめると次の ようになる。
資産 は法的に効 力を有す るこ とになる時点での価値 を表 さなければな らな
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い。それ らの価値は 「取得原価(originalcost)」もしくは資産の以前の持ち主
の価値 によって影響されるべ きではない。そ して,そ の評価は,税 額控除後の
金額によって影響を受ける。また,当 事企業の利益剰余金 もしくは欠損は繰越
されるべ きではない。
このように述べた うえで,彼 はパーチェス法の妥当性を主張 している。企業
結合 によって生 じた新 しい企業は,新 たな会計単位(accountingunit)であ る
と述べ,価 幣的な価値 による測定が必要であ ると述べた。
また,無 形資産 とりわけのれんとの関係において企業結合の処理方法の検討
を行 ったのはWerntzであ った37。彼 は,ARB48号の二つの会計処理の識別項
目に対 して疑問を提示 している。特 に,持 分プー リソグ法に適合するように取
引を恣意的に操作す ることが可能であ ると述べた うえで持分プー リング法の妥
当性 について次の ように述べている。「売却企業 に とって現金 の代わ りに株式
を使用することは便利 なことなのか,そ して,税 金 との関係で有利 なものであ
るのか。持分がプール され るこ とで本当に新 たな組織体が生 じるのであ ろう
か。結合当事者は,彼 らの能力や資源や活動を本 当にプール しているのだろう
か。」
1950年代は,企 業結合の識別規準の設定が行 なわれた一方 で,持 分プー リ
ソグ法の濫用が生 じて きた時期でもあった38。それは,各 基準 自体が十分 に機
能 していなかったこと,そ して,企 業の経営活動の活発化 に伴い様 々な結合形
態が生 じた ことを表す ものであった。そして,企 業結合に対する理論面での整
理がなされていなか った ことがさらな る混乱を招 いた といえよう。
5.ARS5号
(1)「取引」概念




なわれた。ARS5号は,企 業結合会計 の基準設定に際 してア メリカ公認会計士
協会(以 下,AICPA)がたた き台 といて作成を要請 したものであった。ARS5
号のなかでWyattは,持分プー リソグ法の禁止を提示 し,パ ーチ ェス法 によ
る処理 が妥当であ ることを根拠付けた。そ して,企 業結合 を原則的にはパーチ
ェス法 によって処理 し,パ ーチ ェス法が適用 できないような例外的な企業結合
に対 して公正価値 プー リソグ法(fairvaluepooling)という新たな会計処理方
法の提示を行 う画期的な ものであ った。
企業結合についての理論面での整理 を試 みるにあた りWyattは,企業結合
の実務 について分析を行 った。彼はまず,米 国における企業結合活動の波を三
期 に区別 した39。第一期は,1890年か ら1904年までである。 この時期は,シ
ャーマン法の通過 に続 く時期であ り企業結合の初期 と呼ばれる時期であった。
この時期は,持 株会社 による結合がさかんであ り,さ まざまな経営組織単位を
統制するための会社組織構造の再編 が特徴であった とされ る。 この時期におけ
る企業結合の動機 は,水 平統合の形成や組織体が属 してい る市場の支配を 目的
に複雑化 した会社 を十分に統合するこ とにあった とされる。第二期は,第 一次
世界大戦の終了か ら1920年代までで あった。 この時期 の結合は比較的小規模
であ り,支配会社 の経営を拡大するためにデザインされた断片的な合併を中心
とした もの とされ る。第三期 は,第 二次世界大戦の終了 か ら1960年代 までの
時期である。 とりわけ1950年代に企業結合運動 の活発化 がみ られ,競 争的立
場 を強めるためや,新 たな市場参入,技 術的なキャッチア ップを 目的に行なわ
れた とされる。
Wyattは企業結合の時期を この よ うに分類 した うえで,企 業結合 を理論面
か らのみ追及することな く,常 に実務的な動向を視野に入れて研究を進めてい
る。・Wyattは,ARS5号が公表 された当時の企業結合をめ ぐっての混乱の時
期,す なわち,会 計処理の選択適用に際 して企業の恣意的な操作が生 じている
状況で,ま ず持分プー リング法の生成に注 目し当該方法の歴史的な発展過程の
検討 に努めている。そ して,当 該方法の本来の概念 とその概念の変化,持 分
プー リソグ法を適用させ ようとする力について これを 「最近のジレンマ」 と題
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して言及 している40。Wyattの研究は このジレンマ に対 しての解決策 を提示 す
ることを課題 として課せ られた ものであった。
Wyattはその解決 法の検討 に際 してまず,企 業結合の性質の検討 をお こな
っている。企業結合 といっても様 々な形態が存在 しているが,そ の形式 に とら
われることな く捉 えるな らば,企 業結合は,あ る一つの企業体が他の企業の支
配権や資産を株式や資産を交換す ることにより取得する ときに生じるか,も し
くは,同 等規模 の二つの企業体が新たな企業体を形成する場合に生 じる と述 べ
た。そ して,企 業結合は企業取引の特殊なタイプである とした41。
企業結合を他の取 引 との延長 として捉 え ようとした点にWyattの見解 の特
徴 がみ られる。すなわち,企 業結合 を企業 間の交換取 引(exchangetransac-
tion)の一種 ととらえる視点が示 されている。Wyattは,いかなる交換取 引 も
取得する資産 ・財産 と処分 された,ま たは,提 供 された資産 ・財産 の両方 の側
面 における量の測定 と分類の問題を有 しているとしている。そ して,企 業結合
はその他の経済的な事象 と広範な意味において変わ りはない とする。つま り,
企業結合においても資産 や株式の取得 と交換で取得された場合 とで相違はない
のである。
では一体,企 業結合が一般的な交換取引 と異なる点は どこにあるのであろう
か。Wyattは,取得 に際 して提供される資産 において違 いが生 じる としてい
る。
「新 たな資産 に対 する支配権を獲得す るために,同 等の ものの使用 を通 じ企業
結合が実行 され る場合,交 換取 引は明 らかに異な った構成要素 を有 している。
資産の定量 と分類の問題は直面 しなければな らない問題 であるが,そ の解決策
は,交 換 に際 して移転 された資産の交換 とは分離できないのである。」42
交換に際 しての対価形態に着 目した場合,企 業結合に際 しては資産 が用い ら
れる場合 と資本による場合が考 えられ る。資産の交換においては,交 換が生 じ
た とみ られるのであろうか とい う疑問が生 じるが,企 業は交換に付 された資産
の代わ りに新たな資産 を取得 してい ると考 える。つま り,Wyattは,「新たな
資産は一般 に諸資産 の基礎 に基づいて会計処理 され るか,も し くは,そ れを取
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得するためにあきらめた資産によって会計処理 されることになる。経済主体の
支配権のも とでの経済的資源は基本的には変化 しないけれ ども,最 終的な結果
は資源 の構成におけ る変化であ る」43とし,資 産 の交換は交換取 引であ る とし
た。では,資 本の交換を含んだ企業結合 をどう捉 えるのか。 この場合,「取 引
か ら生 じた経済主体は,二 つの別個の経済主体に よって支配 されていた資産を
統制す ることになる。移転 された株式は移転者側の帳簿において会計責任(a
basisofaccountability)を有 していないので,資 産 と資産の交換 において移転
された資産が有 してい るような会計責任 を株式は有 していない」44として,こ
の場合は一般的な取引 とは相違することを指摘 している。
この ようにWyattは,交換取引をその対価 によって区別 して捉 えたのであ
る。そ して,Wyattの主張 は,彼 の会計観 によって裏付 け られてい る。会計
の 目的や機能 を何 に求めるかは様 々である。会計の 目的や機能 が異なれば,そ
の結果,財 務諸表の有する意味や計上される数値の意味 も異なるもの となる。
Wyattは,会計 は特定の企業 の経済的事象の結果を反映 しなければな らな
いものであ り,そ してこの結果は,経 済活動結果の基本的な性質を反映しなけ
ればな らな い とした。彼は,会 計の 目的を,経 済事象の適切 な写像に もとめ
た。つま り,「認識 された経済的な事象 の実体を否認するような会計記録は非
論理的であ り,事 象を反映 しないような結果 を生み出すであろう」 と述べてい
る45。
さらに言えば,経 済的な事象を会計記録 に反映 させるための行為すなわち会
計行為(accountingaction)は,経営者が所有する経済的資源に変化 が生 じた
場合に必要 となるとしている。すなわち,以 前には支配 していなかった経済的
資源に対 して企業 が支配権 を獲得 した場合 に会計行為 が要求 され るとしてい
る。株主持分の構成要素が遡及的に変更され る場合や この変更の結果がわずか
であった り,資産や財産 に対 して何 らの影響 もない場合においては何 ら会計的
な行為が要求 され ることはない としてい る。 しかし,株 主持分の構成要素や企
業が支配する経済的な資産が取引によって変化 する場合には,新 たに取得 した
資産に対 して何 らかの会計行為が必要 となるとしている46。
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(2)対価形態 とパーチ ェス法
企業結合取引を一般的な取引 と同様の もの と捉 える一方で,交 換取引の対価
に着 目すれば企業結合の一般取引 との相違がみ られる とい うことについてはす
べに述べた とお りである。つま り,資産の取得 の対価 として資産 を用いる場合
には,取 得 した資産 は以前の会社において会計 の基礎を有 している ことか ら,
交換取引を認識することがで きる。そ して,こ の会計の基礎に基づいて会計記
録がなされるのであ る。
一方,株式 を対価 とした場合 には,交 付 された株式は提供 した資産の測定の
基礎 とはな りえないとみなされる。すなわち,株 式は会計の基礎を有 していな
いので,株 式 による交換の場合,経 済的な資源 に何 ら影響を及ぼす こ とはな
く,そ の結果,会 計記録は必要 とはされないのである。 この見解の相違 は,
「パ ーチ ェス法」を支持 する見解 と 「持分 プー リソグ法」 を支持す る見解 にお
いて異なった結果を導 く要 因 とな ってい るのである。そ こでWyattは,企業
結合の処理方法 と対価形態 との関係を次の ようにま とめている47。
株式 の交換 による企業結合をパー チェス法 に よって処理する ことを好む者
は,交 換取引が生 じた と確信 し,そ して,こ の交換取引は基本的には企業 が行
っているその他の様 々な取引 と同じである と確信 している。 その ように主張す
る者は,(1)取得 した資産が新たな企業体(こ れは法的な主体 とは異なる)に 取
り入れ られ,そ して(2)交換の際に使用された未発行株式は単 に現金や証券,社
債の代わ りであるに過ぎない という点を強調す ると指摘す る。そして,交 換取
引は会計主体 とな りうる企業に対 して生 じてお り,こ の方法はそれに対する会
計処理を決定するものではない と結論付けている。
一方,株 式の交換に よる企業結合に対 して持分プー リング法を適用す ること
を主張す る意見 をま とめて次の ように述べている。株式の交換 に よる場合 に
は,一 般的な意味における交換取引は生 じておらず,そ して,企 業結合の会計
処理は交換取引が行なわれた場合に行なわれる処理は必要 とはされない。特に,
(1)二つの経済主体が結合 した観点から資産の実質的な変化は生 じていないとし,
(2)結合前に存在 していた二社 もしくはそれ以上の会社の株主持分は,存 続企業
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の持分 としてそのまま存続 してい るという点が強調 され るのである。その結
果,取 引の会計処理は結合前の企業 が有 していた会計の基礎 にできるだけ従 う
べきであるとされる。 この場合,実 質的な交換は生 じていないか ら,企業結合
は交換取引 と類似の方法に よって処理 され るべ きではない としている。
企業結合を交換取引 と捉 えると,取得す る企業主体を識別で きない場合が問
題 とな る。その ような状況は,お もに同等規模の企業間の結合において生 じる
と指摘 する48。取得企業の識別 が困難であ り,結 合の実態が当事企業のいずれ
とも性格や影響範囲,資 源および人員に対する支配,営 業方法などの点で異な
る場合 には,結 合後企業を新たな会計実体 として認識 し,公 正価値 プー リング
法を適用 すべ きだ と主張する49。すなわち,Wyattの見解においては,会 計主
体の識別がたいへん重要 とな る。会計主体の決定 をいかに行 うのかについて結
合交渉 によるべ きであ ると述べる。すなわち,「我 々は企業結合 を,結 合当事
者による交渉や考慮を念頭 において認識 しなければな らない。 これ らの交渉や
実行された活動を取 り巻 く環境を検討することで会計担当者はそこから取引に
関する適切 な判断 を行 うことがで きるだろう」 としている50。
Wyattは,この ような会計観にたち企業結合をめ ぐる当時の混乱に対 する
解決策 を提示 している。特 に,株 式 を対価 とす る企業結合をいかに考 えるかが
問題 となっていたわけであ るが,こ れ に対 して次の ように述べてい る。 つま
り,株式に よる企業結合において も,そ れによ り企業実体の資産 ・負債 は増大
し,そ して企業実体における持分が増加す るという事実が生 じることになるの
であるから,基 本的には この取引が独立当事者間で行 なわれ るものであるな ら




ス法 と持分 プー リソグ法について,主 に歴史面 から各方法の生成の経緯 をみて
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きた。特に,米 国においては,早 い時代か らすでに企業結合をパーチ ェス法に
よって処理する実務がみ られた。すなわち,の れんの計上 と利益剰余金の引 き
継ぎを認めない ことを特徴 とする財務諸表 が作成 されていたのである。パーチ
ェス法は,結 合に際 して被取得企業 に対 して支払 った対価額にもとついて存続
企業の帳簿に計上することから取得原価主義 と整合性 を有 した処理方法であっ
た。 また,利 益をもっての企業のスター トはあ りえないという考え方 とも整合
するものであった。
本論文では,利 益剰余金の引 き継 ぎの観点 から,持 分プー リソグ法の生成段
階 について検討を行 った。1940年代 にはパーチ ェス法の適用を原則 とす る一
方で,す でに持分 プー リソグ法を意味する内容の結合形態が存在 していた こと
を示 した。また,法 的な見地か ら離脱 し,会 計的見地からこの問題を解明する
ため多 くの論者が登場 したの もこの時代であった。そ して,議 論の発展に とも
ない,企 業結合会計の2つ の処理方法が確立 され,議 論が精緻化 されるこ と
になった。
1950年当時においては,企 業結合の会計処理方法 として代替的処理法 を容
認 した ことか ら両法の識別規準の設定をめ ぐって活発な議論 がなされることに
な った。会計領域においてAIAが持分プー リング法を最初に定義 した ことを
初め とし,経 済的実質を重視 したARB40号が公表 された。 その後,数 回の基
準の改訂 を経 ることになったが,両 方法の識別規準の設定は困難 を極 めた。 ま
た,1950年代の経済の活発化を背景 に持分 プー リソグ法 の濫用傾 向はますま
す高まっていった。
この ような理論,実 務の両面での混乱を解決するため当時の基準設定機 関は
Wyattに対 して,基 準 のたた き台 として研究叢書の作成 を要請 した。Wyatt
は,企 業結合をその他 の取得取引 と同様 の観 点か ら捉 え ようとした。Wyatt
は,企 業結合をパーチ ェス法 と持分プー リソグ法に分類す る際に,新 しい会計
の基礎(anewaccountability)に着 目した。 その うえで,取 得対価 による識
別 を提示 したのであ る。 また,そ れ と同時 に,Wyattは支配主体の識別 を重
視 した。Wyattは,彼の企業結合 に関す る実務動 向の調査 ・分析 か ら多 くの
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結合において支配主体 を識別することは可能である との見解を有 していたので
ある。 それ らの点か ら,パ ーチ ェス法を原則処理 とし例外的に公正価値 プー リ
ソグ法 を認 めるとい う説を主張 した。彼の論文は,当 時の混乱 した概念を整理
し,会計の 目的観の枠 内で企業結合会計 を捉 えようとした点で高 く評価 され,
後の結合会計の議論 に多大な影響を及ぼす ことにな った。
本論文 の対象 とした1920年か ら1960年の間において,持 分 プー リソグ法が
誕生 し,そ して,そ こか らパーチ ェス法 と持分プー リソグ法 とい う二つの会計
処理の併存 をめ ぐって多 くの問題が生 じて きた。そ して,両 法 をめ ぐる問題は
APB16号の公表 に よって終了するこ とはな く,そ の後,持 分 プー リソグ法が
廃 止され るまで議論 されるこ とになった。1960年以降の動 向は,本 論文の範
囲外であ るが,両 法 をめ ぐる議論展開を検討 してい くうえで,本 論文で とりあ
げたARS5号とその背景 とな る歴史的経緯は重要な示唆 を示す ものであると考
える。
因みに2001年の6月 にFASBは,持 分 プー リソグ法 を全面的 に禁止 した財
務会計基準書第141号「企業結合会計」(以下,SFAS141号)を公表 した。持
分 プー リソグ法の全面禁止にいたるまでは長い経緯があった。そ もそ も,企業
結合の処理方法 として代替的処理方法の容認を禁止する動 きは1998年のG4+
1の勧告書,お よびそれを受けるかたちで公表 された1999年FASB公開草案に
よって推 し進 められて きた。持分プー リソグ法の濫用 とい う傾向がその背景に
は存在 していたため,当 該禁止規定の推進は実務界か ら強い反発を受け ること
になった。それに もかかわ らず,企 業結合会計基準の改訂を 目的に結成された
企業結合 プロジェク トの メンバーは,パ ーチ ェス法に統一する姿勢を崩 すこと
はなかった。パーチ ェス法 に統一 しようとする論拠 として,「目的適合性」や
「信頼性」,「検証可能性」,「情報の コス トとベネフィッ ト」の観点か ら単一の
方法に よるべきである との結論 が導 かれた。
しか し,SFAS141号の冒頭 においては,パ ーチ ェス法の統一的 な処理 の妥
当性の論拠 として取得原価主義 との整合性に言及がなされていることは注 目に
値するだろう。すなわち,Wyattが提示 した取引概念 と取得原価主義会計の
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枠 内において企業結合を捉 えようとする試 みがSFAS141号において も同様 に




11AS22号 「企 業 結 合 」 は ,企 業 結 合 は 原 則 と し て パ ー チ ェ ス 法 に よ っ て 処 理 す べ き と し
た う え で,パ ー チ ェ ス 法 に 適 合 し な い ケ ー ス に つ い て 持 分 プ ー リン グ 法 の 適 用 を 容 認 し
て い る(paras.14,15)。ま た,英 国,オ ー ス ト ラ リア,ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド,米 国,カ ナ
ダ に 国 際 会 計 基 準 委 員 会 を 加 え 構 成 さ れ て い るG4+1は,1998年 に 企 業 結 合 会 計 方 法 を
パ ー チ ェ ス 法 に 収 敏 さ せ る 勧 告 書 を 公 表 し た 。G4+1(1998),Recommendationfor
AchievingConvergence6ntheMethodofAccountingforBusinessCombinations.
2FASB(2001),SFASNo.141,``BusinessCombinations".
3持 分 プ ー リ ソ グ 法 の 適 用 に よ る 株 価 へ の 影 響 に つ い て は 岡 部(2001),Ayers.et.a1(2000)
ら に 詳 し い 。 ま た,持 分 プ ー リ ソ グ 法 が 選 好 さ れ る 理 由 に つ い て の 実 証 的 な 研 究 と し て
DavidAboody,RonKasznik,MichaelWilliam(2000)があ る 。
4EarlA.Saliersed.,1923,pp.1093-1094.「新 設 合 併 」(consolidation)によ れ ば,旧 会 社
の 両 方 が 消 滅 し 新 会 社 が 設 立 さ れ,新 会 社 が 他 の 会 社 の 株 式 を 買 い 取 り,そ れ ら の 資
産 ・負 債 を 引 き 継 ぐ も の で あ る 。 「吸 収 合 併 」(merger)と は,新 会 社 は 設 立 さ れ ず,旧
会 社 の う ち の 一 つ の 会 社 が 他 の 会 社 を 引 き 継 ぐ も の で あ る 。 旧 会 社 は そ の 後 消 滅 す る 。
「子 会 社 化 」(holdingcompany)とは,旧 会 社 の う ち の 一 つ の 会 社 が 支 配 会 社 と な り,旧
会 社 の 株 式 を 取 得 す る も の で あ る 。
5EarlA.Saliersed.,1923,p.1107.
6『会 計 ハ ン ド ブ ッ ク 』 で は ,100%子 会 社 取 得 の ほ か に,75%取 得 の 場 合 を 例 示 し て い













16当事 の 代 表 的 な テ キ ス トFinny(1923)に お い て こ の 考 え 方 が 示 さ れ て い た 。1920年 代




191929年改正 オハ イオ会社法 §8623-38による と,2つ もし くは複数 以上 の会 社 が合 併 し
た場合,も し くは,あ る会社 が結合後認識 され る場合 には,結 合 当事企 業の利益剰 余金
は,資 本化 され る ことな く存続企 業の帳 簿に利 益剰余金 として記入 されなけれ ばな らな
い としている。SunleyandPinkerton,1931,p.497.
20SunleyandPinkertonは,そ の本文 においてウ ィス コン シン会社法 §182.14(1)を引用
してい る。 すな わち,「存続企 業の株 式 と交換 に株式 が発行 され,被 取 得企業 が剰余金
(surplus)を有 してい る場合 には,そ の剰余金 は配 当可能 な剰余金 とされる」,p.498。
21Werntz,1945,pp.380-381.
22Werntz,1945,p.381.
23Werntz,1945,p.380.なお,4つ の識 別要 素の訳について伊藤(1997)p.286を参考 に
した。
24Blough,1949,pp.343-345.
25一般 にはナ・イアガ ラフ ォールズ事件(1943)が有名 であ る。 この事件 は,公 共事業 であ
る電力会社 間にお いて利 益算定の基礎 とな るレー トベー スの引 き上げ を求め合併 を行 っ
た もの で,当 該 合併 に対 して実質 的には何 ら変化 がない に もかかわ らずパ ーチ ェス法 を
適用 しよ として問題 とな った。連邦動 力委員会 は,合 併当事会社 がその持分 を一つの企





29Wilcoxは,企 業結 合の性 質が持分の プー リソグであ り,購 入 も売却 も存 在 しない取引を





33当時 ,識 別 に関 す る規定 は一応 確立 されていたの であるが,持 分 プー リング法 を適用 し
た場 合,利 益剰余 金の処 理 を どうす るか とい う実務 をめ ぐって問題 が生 じた(Blough,
1954,pp.708-709.)。それに よる と,当 該事例 においては,「経 営者 や経 営支 配権の継 続
性」 が明 らかで あ り,企 業結合 が持分 プー リング法 による場 合 には,当 事会社の利益 剰
余金 は引継が れる としている(ARB43,para.5.)。
suWyattは,1950年代 におけ る企業結 合に対 して持分 プー リング法 とパ ーチ ェス法 の適 用
件数 を調査 してい る。 それに よる と,1949年一1952年に持 分プー リング法 を適用 してい
た企業 は26社で あ ったの に,1954年一1956年には36社,1958年一1960年には89社に上 っ
てい る。
35Blough,1957,pp.55-56.当該事例 においては,相 対的規模 が異 なる電気業界二社 間の結
合 に対 していずれの会計処 理方法 を適用す べ きかが問題 となった。 合併 当事 会社の経営
者 らは,当 該結合 を持分プー リング法 であ る と主張 したが,ARB48号で示された 「相対
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的 規 模 基 準 」,「経 営 支 配 権 の 継 続 性 」 か ら判 断 し,AIAは こ れ を パ ー チ ェ ス 法 で あ る と
判 断 し た 。
36May,1957,p.33.
37Werntz,1957,pp.46-50.
381950年代 の 後 半 に お い て は ,部 分 パ ー チ ェ ス 法 や 部 分 持 分 プ ー リン グ 法 な ど の 処 理 方 法
も 適 用 さ れ る よ う に な っ て い た 。A社 がS社 の 大 部 分 の 株 式 を 現 金 で 買 取 り,S社 と 子
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